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生活機能向上連携加算

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定通
所介護事業所において、外部との連携により、利用者の身体の状況等の評価を行い、かつ、
個別機能訓練計画を作成した場合には、当該基準に掲げる区分に従い、(1)については、利用
者の急性増悪等により当該個別機能訓練計画を見直した場合を除き３月に１回を限度として、
１月について、(2)については１月について、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただ
し、次に掲げるいずれかの加算を算定しているが場合においては、次に掲げるその他の加算
は算定しない。また、注11を算定している場合、(1)は算定せず、(2)は１月につき100単位を所
定単位数に加算する。

⑴ 生活機能向上連携加算(Ⅰ) 100単位
⑵ 生活機能向上連携加算(Ⅱ) 200単位

報酬告示
通所介護の場合
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留意事項通知

生活機能向上連携加算について
① 生活機能向上連携加算（Ⅱ）

イ （略）
ロ イの方盲介護計画の作成に当たっては、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテ

ション事業所又はリハビリステーションを実施している医療提携施設（病院にあっては、認可病床数が
200床未満のもの又は当該病院を中心として半径４キロメートル以内に診療所が存在しないものに限る。
以下２において同じ）の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師（以下２において「理学療法士
等」という。）が利用者の居宅を訪問する際 にサービス提供責任者が利用者の居宅を訪問した後に共
同してカンファレンス（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成11年厚生省令
第38号）第13条第９号に規定するサービス担当者会議として開催されるものを除く。以下①に同じ。）を
行い、当 該利用者のADL（寝返り、起き上がり、移乗、歩行、着衣、入浴、排せつ等）及びIADL（調理、
掃除、買物、金銭管理、服薬状況等）に関する利用者の状況につき、理学療法士等とサービス提供責
任者が共同して、現在の状況及びその改善可能性の評価（以下「生活機能アセスメント」という。）を行う
ものとする。

カンファレンスは、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像を介したコミュニケーションが可能な機器
をいう。以下同じ。）を活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保 護委員会・厚生労働
省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療
情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守していること。

また、この場合の「カンファレンス」は、サービス担当者会議の前後に時間を明確に区分した上サー
ビス提供責任者及び理学療法士等により実施されるもので差し支えない。 さらに、この場合の「リハビ
リテーションを実施している医療提供施設」とは、診療報酬にお ける疾患別リハビリテーション料の届出
を行っている病院若しくは診療所又は介護老人保健 施設、介護療養型医療施設若しくは介護医療院
である。
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② 生活機能向上連携加算（Ⅰ）
イ 生活機能向上連携加算(Ⅰ)については、①ロ、ヘ及びトを除き、①を適用する。本加算は

理学療法士等が自宅を訪問せずにＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する利用者の状況について適切に
把握した上でサービス提供責任者に助言を行い、サービス提供責任者が、助言に基づき①
の訪問介護計画を作成（変更）するとともに、計画作成から３月経過後、目標の達成度合い
につき、利用者及び理学療法士等に報告することを定期的に実施することを評価するもの
である。
ａ ①イの訪問介護計画の作成に当たっては、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通

所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の理学
療法士等は、当該利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する状況について、指定訪問リハビテー
ション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している
医療提供施設の場において把握し、又は、指定訪問介護事業所のサービス提供責任者
と連携してＩＣＴを活用した動画やテレビ電話装置等を用いて把握した上で、当該指定訪問
介護事業所のサービス提供責任者に助言を行うこと。なお、ＩＣＴを活用した動画やテレビ
電話装置等を用いる場合においては、理学療法士等がＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する利用者の
状況について適切に把握することができるよう、理学療法士等とサービス提供責任者で
事前に方法等を調整するものとする。

ｂ～ｄ （略）

留意事項通知
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リハビリテーションマネジメント加算

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定通所リハビリテー
ション事業所の医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の職種のものが共同し、継続的にリハビリ
テーションマネジメント加算として、次にかがげる区分に応じ、１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加
算する。ただし、次にかがげるいずれかの加算を算定している場合においては、次にかがげるその他の加算は
算定しない。
イ リハビリテーションマネジメント加算(A)イ

(1) 通所リハビリテーション計画を利用者又はその家族に説明し、利用者の同意を得た日の属する月から起
算して６月以内の期間のリハビリテーションの質を管理した場合 560単位

(2) 当該日の属する月から起算して６月を超えた機関のリハビリテーションの質を管理した場合 240単位
ロ リハビリテーションマネジメント加算(A)ロ

(1) 通所リハビリテーション計画を利用者又はその家族に説明し、利用者の同意を得た日の属する月から起
算して６月以内の期間のリハビリテーションの質を管理した場合 593単位
(2) 当該日の属する月から起算して６月を超えた期間のリハビリテーションの質を管理した場合 273単位

ハ リハビリテーションマネジメント加算(B)イ
(1) 通所リハビリテーション計画を利用者又はその家族に説明し、利用者の同意を得た日の属する月から起

算して６月以内の期間のリハビリテーションの質を管理した場合 830単位
(2) 当該日の属する月から起算して６月を超えた期間のリハビリテーションの質を管理した場 510単位

ニ リハビリテーションマネジメント加算(B)ロ
(1) 通所リハビリテーション計画を利用者又はその家族に説明し、利用者の同意を得た日の属する月から起

算して６月以内の期間のリハビリテーションマネジメント加算を管理した場合 863単位
(2) 当該日の属する月から起算して６月を超えた期間のリハビリテーションの質を管理した場合 543単位

報酬告示
通所リハビリテーションの場合



９

リハビリテーションマネジメント加算

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定通
所リハビリテーション事業所の医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の職種の
ものが共同し、継続的にリハビリテーションの質を管理した場合は、リハビリテーションマネジメ
ント加算として、次に掲げる区分に応じ、１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算す
る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の
加算は算定しない。

(1) リハビリテーションマネジメント加算(A)イ 180単位
(2) リハビリテーションマネジメント加算(A)ロ 213単位
(3) リハビリテーションマネジメント加算(B)イ 450単位
(4)   リハビリテーションマネジメント加算(B)ロ 483単位

報酬告示
通所リハビリテーションの場合
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留意事項通知

リハビリテーションマネジメント加算について
① リハビリテーションマネジメント加算は、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環として実施され

るものであり、リハビリテーションの質の向上を図るため、利用者の状態や生活環境等を踏まえた質の向

上を図るため、利用者の状態や生活環境等を踏まえた（Survey）、多職種協働による訪問リハ
ビリテーション計画の作成（Plan）、当該計画に基づく状態や生活環境等を踏まえた適切なリ
ハビリテーションの提供（Do）、当該提供内容の評価（Check）とその結果を踏まえた当該計画
の見直し等（Action）といったサイクル（以下「ＳＰＤＣＡサイクル」という。）の構築を通じて、継
続的にリハビリテーションの質の管理を行った場合に加算するものである。

② （略）
③ （略）

④ 大臣基準第12号ロ（2）及びニ⑵に規定する厚生労働省への情報の提出については、「科学
的介護情報システム（Long-term care Informationsystem For Evidence）」（以下「ＬＩＦＥ」とい
う。）を用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情
報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示
について」（令和３年●月●日老老発●第●号厚生労働省老健局老人保健課長通知）を参
照されたい。

サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用し、ＳＰ
ＤＣＡサイクルにより、サービスの質の管理を行うこと。提出された情報については、国民の
健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するため、適宜活用されるものである。
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個別機能訓練加算

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定通所介護の利用者
に対して、機能訓練を行っている場合には、当該基準に掲げる区分に従い、(1)及び(2)については、１日につき
次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、個別機能訓練加算(Ⅰ)イを算定している場合には、個別
機能訓練加算(Ⅰ)ロは算定しない。

(1) 個別機能訓練加算(Ⅰ)イ 56単位
(2) 個別機能訓練加算(Ⅰ)ロ 85単位
(3) 個別機能訓練加算(Ⅱ) 20単位

報酬告示



13

留意事項通知

個別機能訓練加算は、専ら機能訓練を実施する理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔
道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師（はり師及びきゅう師については、理学療法士
作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓
練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る。）（以下３の２に
おいて「理学療法士等」という。）を配置し、機能訓練指導員等が共同して、利用者ごとに心身の状態や
居宅の環境をふまえた個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき計画的に機能訓練を行うことで、
利用者の生活機能（身体機能を含む。以下⑾において同じ。）の維持・向上を図り、住み慣れた地域で居
宅において可能な限り自立して暮らし続けることを目指すため設けられたものである。
本加算の算定にあたっては、加算設置の趣旨をふまえた個別機能訓練計画の作成及び個別機能訓練

が実施されなければならない。
① 個別機能訓練加算(Ⅰ)イ、個別機能訓練加算(Ⅰ)ロ

イ 個別機能訓練加算(Ⅰ)イを算定する際の人員配置
専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名以上配置すること。この場合において、例

えば１週間のうち特定の曜日だけ理学療法士等を配置している場合は、その曜日において理学療法士
等から直接機能訓練の提供を受けた利用者のみが当該加算の算定対象となる。

ただし、この場合、当該加算を算定できる人員体制を確保している曜日があらかじめ定められ、利用者
や居宅介護支援事業者に周知されている必要がある。なお、指定通所介護事業所の看護職員が当該加
算に係る理学療法士等の職務に従事する場合には、当該職務の時間は、指定通所介護事業所におけ
る看護職員としての人員基準の算定に含めない。
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留意事項通知

ロ 個別機能訓練加算(Ⅰ)ロを算定する際の人員配置
専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名以上配置することに加えて、専ら機能訓練

指導員の職務に従事する理学療法士等を指定通所介護を行う時間帯を通じて１名以上配置すること。こ
の場合において、例えば１週間のうち特定の曜日だけ、専ら機能訓練を実施する理学療法士等を１名以
上及び専ら機能訓練を実施する理学療法士等を指定通所介護を行う時間帯を通じて１名以上配置して
いる場合は、その曜日において理学療法士等から直接訓練の提供を受けた利用者のみが当該加算の

算定対象となる
ただし、この場合、当該加算を算定できる人員体制を確保している曜日はあらかじめ定められ、利用者

や居宅介護支援事業者に周知されている必要がある。
なお、指定通所介護事業所の看護職員が当該加算に係る機能訓練指導員の職務に従事する場合に

は、当該職務の時間は、指定通所介護事業所における看護職員としての人員基準の算定に含めない。
ハ 個別機能訓練目標の設定・個別機能訓練計画の作成

個別機能訓練加算(Ⅰ)イ及び個別機能訓練加算(Ⅰ)ロに係る個別機能訓練を行うにあたっては、機能
訓練指導員等が共同して、利用者ごとにその目標、目標を踏まえた訓練項目、訓練実施時間、訓練実施
回数等を内容とする個別機能訓練計画を作成すること。

個別機能訓練目標の設定にあたっては、機能訓練指導員等が利用者の居宅を訪問した上で利用者の
居宅での生活状況（起居動作、ＡＤＬ、ＡＤＬ等の状況）を確認し、その結果や利用者又は家族の意向及
び介護支援専門員等の意見も踏まえつつ行うこと。その際、当該利用者の意欲の向上につながるよう長
期目標・短期目標のように段階的な目標とするなど可能な限り具体的かつ分かりやすい目標とすること。

また、単に身体機能の向上を目指すことのみを目標とするのではなく、日常生活における生活機能の
維持・向上を目指すことを含めた目標とすること。

個別機能訓練項目の設定にあたっては、利用者の生活機能の向上に資するよう複数の種類の機能訓

練の項目を準備し、その項目の選択に当たっては、利用者の生活意欲の向上に繋がるよう利用者を援
助すること。

なお、個別機能訓練計画に相当する内容を通所介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって
個別機能訓練計画の作成に代えることができるものとする。
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入浴介助加算

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出て当該基準による入浴介
助を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た
だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるいずれかの加算を算定している
場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

イ 入浴介助加算(Ⅰ) 40単位
ロ 入浴介助加算(Ⅱ) 55単位

報酬告示
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留意事項通知

ア 入浴介助加算（Ⅰ）について
① 入浴介助加算（Ⅰ）は、入浴中の利用者の観察を含む介助を行う場合 について算定されるものである（大臣基準

告
示第14号の３）が、この 場合の「観察」とは、自立生活支援のための見守り的援助のことであ り、利用者の自立支援
や日常生活動作能力などの向上のために、極力 利用者自身の力で入浴し、必要に応じて介助、転倒予防のための
声か け、気分の確認などを行うことにより、結果として、身体に直接接触 する介助を行わなかった場合についても、
加算の対象となるものであ ること。なお、この場合の入浴には、利用者の自立生活を支援する上 で最適と考えられ
る入浴手法が、部分浴（シャワー浴含む）等である 場合は、これを含むものとする。

② 通所介護計画上、入浴の提供が位置付けられている場合に、利用者側の事情により、入浴を実施しなかった場合に
ついては、加算を算定 できない。

イ 入浴介助加算（Ⅱ）について
① ア①及び②を準用する。この場合において、ア①の「入浴介助加算 （Ⅰ）」は、「入浴介助加算（Ⅱ）」に読み替えるも

のとする。
② 入浴介助加算（Ⅱ）は、利用者が居宅において、自身で又は家族若し くは居宅で入浴介助を行うことが想定される
訪問介護員等（以下⑻に おいて「家族・訪問介護員等」という。）の介助によって入浴ができ るようになることを目的と

し、
以下ａ～ｃを実施することを評価する ものである。なお、入浴介助加算（Ⅱ）の算定に関係する者は、利用者 の状態に
応じ、自身で又は家族・訪問介護員等の介助により尊厳を保 持しつつ入浴ができるようになるためには、どのような介
護技術を用 いて行うことが適切であるかを念頭に置いた上で、ａ～ｃを実施す る。 ａ 医師、理学療法士、作業療法士、
介護福祉士、介護支援専門員等 （利用者の動作及び浴室の環境の評価を行うことができる福祉用 具専門相談員、機
能訓練指導員を含む。）が利用者の居宅を訪問（個別機能訓練加算を取得するにあたっての訪問等を含む。）し、利用
者の状態をふまえ、浴室における当該利用者の動作及び浴室の環境 を評価する。その際、当該利用者の居宅を訪問
し評価した者が、入 浴に係る適切な介護技術に基づいて、利用者の動作を踏まえ、利用 者自身で又は家族・訪問介
護員等の介助により入浴を行うことが可 能であると判断した場合、指定通所介護事業所に対しその旨情報共 有する。
また、当該利用者の居宅を訪問し評価した者が、指定通所 介護事業所の従業者以外の者である場合は、書面等を活
用し、十分 な情報共有を行うよう留意すること。
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留意事項通知

（※） 当該利用者の居宅を訪問し評価した者が、入浴に係る適切な 介護技術に基づいて、利用者の動
作を踏まえ、利用者自身で又 は家族・訪問介護員等の介助により入浴を行うことが難しいと 判断した
場合は、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員又 は指定福祉用具貸与事業所若しくは指定
特定福祉用具販売事 業所の福祉用具専門相談員と連携し、利用者及び当該利用者を 担当する介
護支援専門員等に対し、福祉用具の貸与若しくは購 入又は住宅改修等の浴室の環境整備に係る助
言を行う。

ｂ 指定通所介護事業所の機能訓練指導員等が共同して、利用者の居 宅を訪問し評価した者との連携
の下で、当該利用者の身体の状況や 訪問により把握した利用者の居宅の浴室の環境等を踏まえた個
別 の入浴計画を作成する。なお、個別の入浴計画に相当する内容を通 所介護計画の中に記載する

場
合は、その記載をもって個別の入浴計 画の作成に代えることができるものとする。

ｃ ｂの入浴計画に基づき、個浴その他の利用者の居宅の状況に近い 環境にて、入浴介助を行う。なお、
この場合の「個浴その他の利用 者の居宅の状況に近い環境」とは、手すりなど入浴に要する福祉用

具
等を活用し利用者の居宅の浴室の環境を個別に模したものとし て差し支えない。また、入浴介助を行

う
際は、関係計画等の達成状 況や利用者の状態をふまえて、自身で又は家族・訪問介護員等の介 助に
よって入浴することができるようになるよう、必要な介護技術 の習得に努め、これを用いて行われるも
のであること。なお、必要 な介護技術の習得にあたっては、既存の研修等を参考にすること。
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栄養マネジメント強化加算 11単位

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設
において、入所者ごとの継続的な栄養管理を強化して実施した場合、栄養マネジメント強化加算として、１日に
つき所定単位数を加算する。ただし、イ及びロの注６（介護福祉施設サービス費及び栄養ケア・マネジメントの
未実施による減算）を算定している場合は、算定しない。

報酬告示 特養の場合



20

留意事項通知

① 栄養マネジメント強化加算は、原則として入所者全員を対象として入所者ごとに大臣基準
第65 号の３に掲げる要件を満たした場合に、当該施設の入所者全員に対して算定できるも
のであること。

② 大臣基準第65 号の３イに規定する常勤換算方式での管理栄養士の員数の算出方法は、
以下のとおりとする。なお、当該算出にあたり、調理業務の委託先において配置される栄養
士及び管理栄養士の数は含むことはできないこと。また、給食管理を行う常勤の栄養士が
１名以上配置されている場合は、管理栄養士が、給食管理を行う時間を栄養ケア・マネジメ
ントに充てられることを踏まえ、当該常勤の栄養士１名に加えて、管理栄養士を常勤換算方
式で、入所者の数を70 で除して得た数以上配置していることを要件とするが、この場合に
おける「給食管理」とは、給食の運営を管理として行う、調理管理、材料管理、施設等管理、
業務管理、衛生管理及び労働衛生管理を指すものであり、調理業務のみを行っている場合
は、該当しないこと。なお、この場合においても、特別な配慮を必要とする場合など、管理栄
養士が給食管理を行うことを妨げるものではない。

イ 暦月ごとの職員の勤務延時間数を、当該施設において常勤の職員が勤務すべき時間で
除することによって算出するものとし、小数点第２位以下を切り捨てるものとする。なお、や
むを得ない事情により、配置されていた職員数が一時的に減少した場合は、１月を超えな
い期間内に職員が補充されれば、職員数が減少しなかったものとみなすこととする。

ロ 員数を算定する際の入所者数は、当該年度の前年度（毎年４月１日に始まり翌年３月31 
日をもって終わる年度とする。以下同じ。）の平均を用いる（ただし、新規開設又は再開の場
合は推定数による。）。この場合、入所者数の平均は、前年度の全入所者の延数を当該前
年度の日数で除して得た数とする。この平均入所者の算定に当たっては、小数点第２位以
下を切り上げるものとする。
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留意事項通知

③ 当該加算における低栄養状態のリスク評価は、「栄養マネジメント加算及び経口移行加
算等に関する事務処理手順例及び様式例の提示について」（平成17 年９月７日老老発第
0907002 号厚生労働省老健局老人保健課長通知）に基づき行うこと。ただし、低栄養状態
のリスクが中リスク者のうち、経口による食事の摂取を行っておらず、栄養補給法以外のリ
スク分類に該当しない場合は、低リスク者に準じた対応とすること。

④ 低栄養状態のリスクが、中リスク及び高リスクに該当する者に対し、管理栄養士等が以
下の対応を行うこと。
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口腔・栄養スクリーニング加算

別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定通所介護事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月
ごとに利用者の口腔の健康状態のスクリーニング又は栄養状態のスクリーニングを行った場合に、口腔・栄養
スクリーニング加算として、次に掲げる区分に応じ、１回につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た
だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定せず、当該
利用者について、当該事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニング加算を算定している場合にあっては算定し
ない。

イ 口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅰ) 20単位
ロ 口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅱ) ５単位

報酬告示 通所介護の場合



24

留意事項通知

口腔・栄養スクリーニング加算について

① 口腔・栄養スクリーニング加算の算定に係る口腔の健康状態のスクリーニング（以下「口
腔スクリーニング」という。）及び栄養状態のスクリーニング（以下「栄養スクリーニング」とい
う。）は、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環として行われることに留意すること。
② 口腔スクリーニング及び栄養スクリーニングは、入所者に対して、原則として一体的に実
施すべきものであること。ただし、大臣基準第19号の２ロに規定する場合にあっては、口腔ス
クリーニング又は栄養スクリーニングの一方のみを行い、口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅱ)
を算定することができる。
③ 口腔スクリーニング及び栄養スクリーニングを行うに当たっては、利用者について、それ
ぞれ次に掲げる確認を行い、確認した情報を介護支援専門員に対し、提供すること。

イ 口腔スクリーニング
ａ 硬いものを避け、柔らかいものばかりを中心に食べる者
ｂ 入れ歯を使っている者
ｃ むせやすい者

ロ 栄養スクリーニング
ａ ＢＭＩが18．５未満である者
ｂ １～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施につ

いて」（平成18 年６月９日老発第0609001 号厚生労働省老健局長通知）に規定する基本
チェックリストの№11 の項目が「１」に該当する者

ｃ 血清アルブミン値が３．５ｇ／dl 以下である者
ｄ 食事摂取量が不良（75％以下）である者
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留意事項通知

④ 口腔・栄養スクリーニング加算の算定を行う事業所については、サービス担当者会議で
決定することとし、原則として、当該事業所が当該加算に基づく口腔スクリーニング又は栄養
スクリーニングを継続的に実施すること。
⑤ 口腔・栄養スクリーニング加算に基づく口腔スクリーニング又は栄養スクリーニングの結
果、栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービス又は口腔機能向上加算の算定に係る口
腔機能向上サービスの提供が必要だと判断された場合は、口腔・栄養スクリーニング加算の
算定月でも栄養改善加算又は口腔機能向上加算を算定できること。
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科学的介護推進体制加算

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た介護老人保
健施設が、入所者に対し介護保健施設サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、
１月につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している
場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。
(1) 科学的介護推進体制加算(Ⅰ) 40単位
(2) 科学的介護推進体制加算(Ⅱ) 60単位

報酬告示 介護老人保健施設の場合
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留意事項通知

科学的介護推進体制加算について
① 科学的介護推進体制加算は、原則として利用者全員を対象として、利用者ごとに注19に

掲げる要件を満たした場合に、当該事業所の利用者全員に対して算定できるものであること。
② 情報の提出については、「科学的介護情報システム（Long-term careInformation system 

For Evidence）」（以下「ＬＩＦＥ」という。）を用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度

等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事
務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年●月●日老老発●第●号厚生労働省老
健局老人保健課長通知）を参照されたい。

③ 事業所は、利用者に提供するサービスの質を常に向上させていくため、計画（Plan）、実
行（Do）、評価（Check）、改善（Action）のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、質の高いサービス

を実施する体制を構築するとともに、その更なる向上に努めることが重要であり、具体的には、
次のような一連の取組が求められる。したがって、情報を厚生労働省に提出するだけでは、本
加算の算定対象とはならない。

イ 利用者の心身の状況等に係る基本的な情報に基づき、適切なサービスを提供するた
めのサービス計画を作成する（Plan）。

ロ サービスの提供に当たっては、サービス計画に基づいて、利用者の自立支援や重度化
防止に資する介護を実施する（Do）。

ハ ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報等も活用し、多職種が共同して、事業所の
特性やサービス提供の在り方について検証を行う（Check）。

ニ 検証結果に基づき、利用者のサービス計画を適切に見直し、事業所全体として、サー
ビスの質の更なる向上に努める（Action）。

④ 提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上
に資するため、適宜活用されるものである。
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ADL維持等加算

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定通所介
護事業所において、利用者に対して指定通所介護を行った場合は、評価対象期間（別に厚生労働
大臣が定める期間をいう。）の満了日の属する月の翌月から12月以内の期間に限り、当該基準に

掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるい
ずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

イ ADL維持等加算(Ⅰ) 30単位
ロ ADL維持等加算(Ⅱ) 60単位

報酬告示 通所介護の場合
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留意事項通知

① ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)及び(Ⅱ)について
イ ＡＤＬの評価は、一定の研修を受けた者により、Barthel Index を用いて行うものとする。
ロ 大臣基準告示第16 号の２イ⑵における厚生労働省へのＡＤＬ値の提出は、「科学的介

護情報システム（Long-term care Informationsystem For Evidence）」（以下、「ＬＩＦＥ」とい
う。）を用いて行うこととする。

ハ 大臣基準告示第16 号の２イ⑶及びロ⑵におけるＡＤＬ利得は、評価対象利用開始月の
翌月から起算して６月目の月に測定したＡＤＬ値から、評価対象利用開始月に測定したＡ
ＤＬ値を控除して得た値に、次の表の左欄に掲げる者に係る同表の中欄の評価対象利用
開始月に測定したＡＤＬ値に応じてそれぞれ同表の右欄に掲げる値を加えた値を平均して
得た値とする。
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留意事項通知

ニ ハにおいてＡＤＬ利得の平均を計算するに当たって対象とする者は、ＡＤＬ利得の多い
順に、上位100 分の10 に相当する利用者（その数に１未満の端数が生じたときは、これを
切り捨てるものとする。）及び下位100 分の10 に相当する利用者（その数に１未満の端数
が生じたときは、これを切り捨てるものとする。）を除く利用者（以下「評価対象利用者」と
いう。）とする。

ホ 他の施設や事業所が提供するリハビリテーションを併用している利用者については、リ
ハビリテーションを提供している当該他の施設や事業所と連携してサービスを実施してい
る場合に限り、ＡＤＬ利得の評価対象利用者に含めるものとする。

ヘ 令和３年度については、評価対象期間において次のａからｃまでの要件を満たしている
場合に、評価対象期間の満了日の属する月の翌月から12 月（令和３年４月１日までに指
定居宅サービス介護給付費単位数表の通所介護費の注12 に掲げる基準（以下この①に
おいて「基準」という。）に適合しているものとして都道府県知事に届出を行う場合にあって
は、令和３年度内）に限り、ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）を算定できることとする。
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自立支援促進加算 300単位

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定介護老
人福祉施設において、継続的に入所者ごとの自立支援を行った場合は、１月につき所定単位数を
加算する。

報酬告示 特養の場合
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褥瘡マネジメント加算

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た介護老人福祉施設にお
いて、継続的に入所者ごとの褥瘡管理をした場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき所定単位数を
加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算を算
定しない。

(1) 褥瘡マネジメント加算(Ⅰ) 3単位
(2) 褥瘡マネジメント加算(Ⅱ) 13単位

報酬告示 特養の場合
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【出典】
・ 報酬告示：厚生労働省ホームページに令和３年３月９日付けで掲載された「全国介護保険・高齢者保健

福祉担当課長会議 別冊資料（介護報酬改定）」の「報酬告示の改正案」
・ 留意事項通知：厚生労働省ホームページに令和３年３月９日付けで掲載された「全国介護保険・高齢者

保健福祉担当課長会議 別冊資料（介護報酬改定）」の「報酬告示に関する通知案」
・ 解釈通知：厚生労働省ホームページに令和３年３月９日付けで掲載された「全国介護保険・高齢者保健

福祉担当課長会議 別冊資料（介護報酬改定）」の「基準省令に関する通知案」
・ 基準省令：各介護サービスの人員、設備及び運営に関する基準

※ なお、本資料中、上記出典からの転記部分について、複数のサービスに係る加算については、該当
するサービス種別から、主なもののみを抜粋して引用しているので、御留意願います。


